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別表 

 

 事業再構築の措置の内容 

措置事項 実施する措置の内容及びその実施する時期 期待する支援措置 

事業の構造の変更   

 
資本の相当程度の増加に

よる中核的事業の開始、

拡大又は能率の向上 

 

①増加前資本金：0.1 億円（99.9％減資後） 

②増加する資本金：44.5 億円 

③増資の方法：㈱りそな銀行、㈱横浜銀行、㈱みず

ほコーポレートのデット・エクイテ

ィ・スワップによる債務の株式化

（44.5 億円） 

④増資の時期：平成 16 年 3 月 23 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税特別措置法第 80

条の 2（認定事業再構

築計画等に基づき行

う登記の税率の軽減）
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事業革新   

 

 

第 2 条第 2項第 2号 

 

ファミリーマンション及び都市型コンパクト

マンションについては、顧客ニーズに対応した

商品企画を行う中で、品確法に基づく住宅性能

表示の全面的な展開を通じて躯体等の基本部

分の性能を維持・向上させ、ユニバーサルデザ

インを取り入れた当社独自の商品企画理念で

あるイデアデザイン（アウトフレームの積極採

用、高い収納率の確保、滑り止め・監視カメラ

の設置等の安心・安全性の確保等）をプランの

基本として、「お子様から高齢者まですべての

人にやさしく使い勝手の良い」マンションを実

現する。 

 
  
 
ａ）ファミリーマンション分譲事業における選択と

集中 
①ファミリーマンション事業においては、顧客

ニーズを反映し、エリアを厳選した中低額価

格帯（平均価格 3000～3500 万円）のマンシ
ョンに集中して供給する。 

 
②ファミリーマンションの一部については、下

記のコンセプト特化型マンションを供給す

る。 
 

・ 環境共生型マンション 
屋上緑化、生ゴミ処理機の設置、オール

電化採用等、地球環境の保全の観点にた

った次世代環境共生型マンション。 
 
・ 高齢化社会対応型マンション 
オールフラット設計、ノンレールサッシ

ュの採用、全居室引き戸対応、車椅子対

応廊下幅の確保等、本格化する高齢化社

会のニーズに積極的に応える高齢化社

会対応型マンション。 
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事業革新   

 

 

 ｂ）都市型コンパクトマンション分譲事業への新規

参入 
これまで主要顧客として捉えられていなかっ

た都心の快適な生活を望む小家族（単身女性・

DINKS・シルバー等）世帯に対し、都心の利
便性に加えて、安心安全な生活を享受できる住

空間を提供し顧客一人一人のライフスタイル

の実現をサポートするコンパクトな住宅をリ

ーズナブルな価格で供給する。 

・ セキュリティー重視 

バイオメトリックス認証システム、ダブ

ルオートロック、２４時間ホームセキュ

リティーシステム等セキュリティーを

重視した安心・安全に暮らせるマンショ

ン。 

・ インターネット環境 

全戸光ファイバーによるインターネッ

トインフラを装備するとともに、インタ

ーネット・フロントサービス（マンショ

ン管理情報、クリーニング取次ぎ等）を

提供する。 

・ 顧客の生活スタイルに対応した設備 

24 時間対応ゴミ出し可能、遮音性の高い

フローリング材を使用するなど、夜型生

活スタイルの入居者も安心して暮らせ

るマンション。 

Ｃ）インターネットを活用した販売活動を行い顧客

の利便性を図り、あわせて業務処理の効率化を

図る。 

 

・ 時間に縛られない問い合わせを可能に

するとともにし、物件・関連情報のタイ

ムリーな提供等を行い顧客の利便性の

向上を図る 

・ 顧客との対話チャンネルの拡大、メール

の交換等により顧客ニーズを把握し、商

品企画に反映させる。 

・ 上記の顧客利便性の向上、ニーズの把握

と同時に当社の販売活動の合理化及び

業務処理の効率化を実現する。 

 

ｄ）マーケティング専門部署（C&P 研究所）の業
務を以下のとおり充実させ、顧客のニーズの把

握を行い、商品企画に反映させる。 
・ モデルルーム来場者・入居者アンケー

トの充実（内容の更新、アンケート対象

を既存マンション入居者まで拡大） 
・ 入居者・友の会会員を対象としたグル

ープインタビューの実施。 
・ 国勢調査、住宅土地統計調査等の調査

結果及び同業他社、広告代理店等への

ヒアリング情報 
・ 上記により収集したニーズ・市況情報を

分析し、商品企画に反映するため商品企

画業務への積極的な関与を図る。 
 
平成 18年 9月期においては、上記(a)－②及び
（b）を合算して全売上高比率 5％以上とする
ことを目標とする。 
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別表２ 
 事業再構築に伴う設備投資の内容 

 

該当なし 

 

（単位：百万円） 

   

  設備投資 うち事業革新設備 

  所要資金額  

   名称 数量 単価 金額 用途 設置場所

 16年9月期        

 17年9月期        

 18年9月期        

 合計額     

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 10

別表３ 

 譲渡、譲受け又は取得をする不動産の内容 

 

  該当なし 

 

 （土地）                         （単位：㎡） 

  所 在 地 番 地 目 面 積 その他  

 １      

 ２      

 ３      

 

 

 （家屋）                         （単位：㎡） 

  所在家屋番号 種類構造 床面積 その他  

 １      

 ２      

 ３      
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別表４ 

 事業再構築の実施時期 

 

 年 度 実   施   内   容 

 16年9月期 3月23日 金融機関より債権放棄を受ける 

金融機関より債務の株式化（ＤＥＳ）を受ける 

 

・本事業再構築計画に沿ったマンション用地の厳選取得を本格化 

・マーケティング専門部署の積極的活用 

・インターネットを活用した販売活動の充実 

・アンケート等による顧客ニーズ収集・把握手法の拡充 

・住宅性能表示の積極的な展開 

 

 17年9月期 ・賃貸事業部門を関係会社であるニチモコミュニティへ移管 

・本事業再構築計画に沿ったマンション用地の厳選取得 

・コンセプトマンション、コンパクトマンションの着手 

・マーケティング専門部署の積極的活用 

・インターネットを活用した販売活動の充実 

・アンケート等による顧客ニーズ収集・把握手法の拡充 

・住宅性能表示の全面的な展開 

 

 18年9月期 ・本事業再構築計画に沿ったマンション用地の厳選取得 

・コンセプトマンション、コンパクトマンションの展開 

・マーケティング専門部署の積極的活用 

・インターネットを活用した販売活動の充実 

・アンケート等による顧客ニーズ収集・把握手法の拡充 

・住宅性能表示の全面的な展開 

 

 

平成18年9月期のコンセプト・コンパクトマンションの売上高を全売

上高比率５％以上とする。 
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別表５ 

 事業再構築を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

 

  該当なし 

 

（単位：百万円） 
  調達先 政府関係金融機関 民間金融機関 自己 その他 合計 備 考 

 費用 からの借入れ からの借入れ 資金    

   所 要 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 


